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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第66期

第３四半期
連結累計期間

第67期
第３四半期
連結累計期間

第66期

会計期間

自2020年
　１月１日
至2020年
　９月30日

自2021年
　１月１日
至2021年
　９月30日

自2020年
　１月１日
至2020年
　12月31日

売上収益
（百万円）

60,487 77,469 84,417

（第３四半期連結会計期間） (22,325) (26,663)  

税引前四半期（当期）利益（△は

損失）
（百万円） △831 3,663 1,470

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）利益（△は損失） （百万円）
△803 2,674 828

（第３四半期連結会計期間） (580) (895)  

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）包括利益
（百万円） △1,238 5,001 481

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 31,480 37,480 32,990

総資産額 （百万円） 96,517 110,720 98,063

基本的１株当たり四半期（当期）

利益（△は損失） （円）
△29.58 98.36 30.50

（第３四半期連結会計期間） (21.38) (32.93)  

希薄化後１株当たり四半期（当

期）利益（△は損失）
（円） △29.58 98.32 30.46

親会社所有者帰属持分比率 （％） 32.6 33.9 33.6

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 4,026 2,600 9,107

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △4,728 △4,424 △6,669

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 1,782 976 △447

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 4,321 4,665 5,237

（注）１．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上収益には、消費税等は含んでおりません。

３．上記指標は、国際会計基準（IFRS）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいて

おります。

 

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）財政状態および経営成績の状況

①経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間において、新型コロナウイルスのワクチン接種が進んだ米国、EUで経済活動の

正常化が進展してきましたが、感染力の強いデルタ型新型コロナウイルスが広がったこと、持ち直していた

需要が部品や物流など供給面の制約で物価が上昇したこと等で再び経済活動が鈍ってきています。また、ア

セアン諸国ではデルタ型新型コロナウイルスの爆発的な感染により、域内の多くの国でロックダウンや事実

上のロックダウン措置が講じられ、工場の操業制限や国民への厳格な外出制限なども実施されました。特に

工場の操業制限は同地域の製造業の供給遅延を発生させるとともに、サプライチェーン全体に混乱をもたら

しました。

　電子部品業界では、アジアでの新型コロナウイルスの感染拡大が半導体などの部品不足や物流網の混乱の

影響を受けた自動車減産の動きから電子部品も一部影響を受けたものの、サプライチェーンリスクを回避す

るため、自動車向け等で在庫水準を引き上げる動きが強まりました。

　当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績は以下のとおりとなりました。

　売上収益面は半導体供給不足の影響で自動車生産台数が伸び悩む中、ＥＶ/xＥＶ関連が堅調に推移しまし

た。また、半導体関連設備投資、再生可能エネルギー関連の太陽光発電関連設備等も好調に推移しました。

利益面では銅、プラスチック成型材料などの原材料価格の上昇による当社の製品価格に関する影響と当社グ

ループの顧客で問題となっている半導体供給不足による生産調整等は引き続き懸念材料として残っていま

す。

　上記の結果、当第３四半期連結累計期間の売上収益は、前年同四半期比28.1％増の77,469百万円となりま

した。銅価格が前年同四半期と比べて高水準で推移したこと、円ベースの中国コスト高につながる円安/人

民元高で推移したこと、ベトナムでは新型コロナウイルス感染症の影響で、中国では電力不足の影響で操業

度が低下したこと等があったものの、増収効果に加え、継続的な業務プロセスの見直し・改善によるコスト

コントロール等から、営業利益は4,678百万円（前年同四半期は116百万円の営業利益）となりました。為替

や支払金利等の影響から金融収益/金融費用が1,015百万円のマイナスであったこと等から、税引前四半期利

益は3,663百万円（前年同四半期は831百万円の損失）、親会社の所有者に帰属する四半期利益は2,674百万

円（前年同四半期は803百万円の損失）となりました。

 

（報告セグメントの状況）

当第３四半期連結累計期間における報告セグメントの状況は次のとおりであります。

１）アジア・パシフィック事業

　当第３四半期連結累計期間のアジア・パシフィック事業は、コロナ禍から回復基調にある中国、米

国において、車載関連、スマートフォン関連が堅調に推移したこと等から、売上収益は前年同期比

29.6％増の49,861百万円となりました。銅等の原材料価格の値上がり、円安/中国・人民元高による

中国コスト高で推移したものの、堅調な受注で工場稼働率を維持することができたこと等から、セグ

メント利益は3,402百万円（前年同四半期は264百万円）となりました。

２）ＥＵ事業

　当第３四半期連結累計期間のＥＵ事業は、半導体不足やサプライチェーンの混乱等の影響で新車販

売台数が伸び悩んだものの、EV/xEV関連向けが堅調であったこと等から、売上収益は前年同期比

25.4％増の27,607百万円となりました。増収効果や、ユーロ高/円安等により、セグメント利益は前

年同四半期比324.2%増の1,661百万円となりました。

 

②財政状態に関する説明

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は110,720百万円となり、前連結会計年度末比12,656百

万円増加しました。現金及び現金同等物が減少したものの、営業債権及びその他の債権が増加したこと、

半導体の供給逼迫により一部の客先の生産にブレーキがかかり、それが弊社製品の納品の延期に繋がり製

品在庫が増加したこと等から棚卸資産が増加したこともあり、流動資産は10,137百万円増加しました。ま

た、為替影響及び製造設備購入等により有形固定資産が増加したこと等から、非流動資産は2,519百万円

増加しました。
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（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における負債合計は71,524百万円となり、前連結会計年度末比8,018百万

円増加しました。１年内返済予定又は償還予定の長期有利子負債が減少したものの、営業債務及びその他

の債務、短期有利子負債等が増加したことから、流動負債が6,878百万円増加しました。円安の影響で長

期有利子負債が増加し、加えてリース債務等が増加したため、非流動負債が1,139百万円増加しました。

　新型コロナウイルス感染症の感染が拡大し先行きの不透明感が続く中で、当社グループでは、３か月先

までのローリング・フォーキャストを毎月実施し、資金管理を行っています。当第３四半期連結会計期間

末におけるネット有利子負債残高は前連結会計年度末から5,140百万円増加しました。当社グループの有

形固定資産の内95％が国外の有形固定資産となっているため、相対的に金利水準の高い外貨建て借入金の

割合が借入金全体の95%以上となっています。そのため、借入金の平均金利はおよそ２％となっていま

す。当第３四半期連結会計期間は円安/中国人民元高が大きく進行したため、円建て製品原価が上昇し、

また、資金需要が旺盛な中国人民元転による為替差損が発生しました。

（資本）

　当第３四半期連結会計期間末の資本合計は前連結会計年度末比4,638百万円増加し、39,195百万円とな

りました。親会社の所有者に帰属する四半期利益が2,674百万円あったほか、在外営業活動体の負の換算

差額が2,301百万円減少したこと等によりその他の包括利益累計額が2,327百万円増加したこと、配当金

407百万円、その他資本性金融商品の所有者への分配を171百万円支払ったこと等があったためです。その

結果、親会社の所有者に帰属する持分合計は37,480百万円となり、親会社所有者帰属持分比率は前連結会

計年度末の33.6%から33.9%となりました。

 

③キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末

比571百万円減少し、4,665百万円となりました。

　当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は2,600百万円（前第３四半期連結累計期間は4,026百万円の収入）となり

ました。税引前四半期利益3,663百万円、減価償却費及び償却費4,908百万円、営業債務及びその他の債務

の増加1,677百万円等の収入があったものの、営業債権及びその他の債権の増加1,329百万円、棚卸資産の

増加6,622百万円等の支出があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は4,424百万円（前第３四半期連結累計期間は4,728百万円の支出）となり

ました。有形固定資産の売却による収入85百万円等があったものの、生産設備拡充のため積極的な設備投

資で有形固定資産の取得による支出3,865百万円、無形資産の取得による支出624百万円等の支出があった

ことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は976百万円（前第３四半期連結累計期間は1,782百万円の収入）となりま

した。配当金の支払406百万円、リース債務の返済による支出692百万円等の支出があったものの、有利子

負債が2,248百万円純増等したことによるものです。

 

（２）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等については、有価証

券報告書(2021年３月23日提出)の記載から重要な変更はありません。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題については、有価証券報告書(2021年

３月23日提出)の記載から重要な変更又は新たな発生はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は2,982百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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（５）従業員数

当社グループの従業員数に前連結会計年度末から著しい変動はありません。

 

（６）経営成績に重要な影響を与える要因

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因については、有価証券報告書(2021年3月23日提出)の

「第２ 事業の状況 ２ 事業等のリスク」に記載した内容から重要な変更又は新たな発生はありません。

 

（７）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループのキャッシュ・フローの状況につきましては、「（１）財政状態および経営成績の状況　③

キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。

当社グループの主な資金需要は、人件費、販売費及び一般管理費等の営業費用並びに固定資産等にかかる投

資であり、資金需要につきましては、主に自己資金により賄い、必要に応じ銀行借入等により対応していま

す。

ⅰ）当社グループの資金状況

　当第３四半期連結会計期間末現在において、当社グループの流動性は十分な水準にあります。

　当社グループは、事業活動のための適切な資金確保、流動性の維持、並びに健全な財政状態を常にめざ

し、安定的な営業キャッシュ・フローの創出、幅広い資金調達手段の確保を進めています。成長を維持す

るために将来必要な運転資金及び設備投資資金は、主に手元の現金と営業活動からのキャッシュ・フロー

に加え、借入等により調達しています。

　手元流動性については、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は4,665百万円でした。

　なお、当社グループでは、主要な銀行と定期的にミーティングを行い、良好な関係を築いています。

ⅱ) 資金需要の主な内容

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、当社グループ製品製造のための材料および部品の購入

のほか、製造費、販売費及び一般管理費等の営業費用によるものです。当社グループの研究開発費は売上

原価の一部として計上されていますが、研究開発に携わる従業員の人件費が研究開発費の主要な部分を占

めています。

ⅲ) 財務政策

　当社グループは現在、運転資金および設備等投資資金については、内部資金、銀行借入により資金を調

達しています。当第３四半期連結会計期間末現在、短期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）の

残高は18,392百万円となっています。これに対して、長期借入金の残高は26,684百万円となっています。

当社グループの借入金のうち約60％が変動金利、約40％が固定金利によるものとなっています。また、

為替の影響を少なくするため、現地通貨での調達を増やしており、約95％が日本円以外の外貨による調達

となっています。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2021年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年11月11日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,444,317 27,444,317
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら
限定のない当社
株式における標
準となる株式で
あり、単元株式
数は100株であ
ります。

計 27,444,317 27,444,317 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

2021年７月１日～

2021年９月30日
－ 27,444 － 10,150 － 9,963

 

 

（５）【大株主の状況】

　　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 250,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 27,154,300 271,543 －

単元未満株式 普通株式 39,717 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数  27,444,317 － －

総株主の議決権  － 271,543 －

　（注）上記「単元未満株式」の欄の普通株式には、自己株式95株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2021年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

スミダコーポレーション

株式会社

東京都中央区入船三丁目7

番2号　ＫＤＸ銀座イース

トビル7階

250,300 － 250,300 0.91

計 － 250,300 － 250,300 0.91

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】
１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第64号）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年７月１日から

2021年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年１月１日から2021年９月30日まで）に係る要約四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

   （単位：百万円）

 
注記
番号

前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第３四半期
連結会計期間

(2021年９月30日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物 8 5,237 4,665

営業債権及びその他の債権 8 17,832 20,217

棚卸資産  16,484 24,101

その他の流動資産 8 3,920 4,626

流動資産合計  43,474 53,611

    

非流動資産    

有形固定資産  36,936 39,238

使用権資産  4,298 4,126

のれん  4,122 4,350

無形資産  6,016 6,265

金融資産 8 566 655

繰延税金資産  2,197 2,168

その他の非流動資産  451 304

非流動資産合計  54,589 57,108

    

資産合計  98,063 110,720
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   （単位：百万円）

 
注記
番号

前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第３四半期
連結会計期間

(2021年９月30日)

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務 8 10,149 12,461

短期有利子負債 8 9,286 13,676

１年内返済予定又は償還
予定の長期有利子負債

8 5,538 4,715

１年内返済予定のリース債務  836 652

引当金  84 77

未払法人所得税  276 452

未払費用  2,442 2,944

その他の流動負債 8 1,359 1,872

流動負債合計  29,973 36,852

    

非流動負債    

長期有利子負債 8 25,681 26,684

リース債務  3,245 3,275

退職給付に係る負債  1,587 1,620

引当金  18 21

繰延税金負債  1,510 1,550

その他の非流動負債 8 1,489 1,519

非流動負債合計  33,532 34,671

    

負債合計  63,505 71,524

  
 
 

 

資本    

資本金  10,150 10,150

資本剰余金  9,898 9,898

その他資本性金融商品  4,850 4,850

利益剰余金  12,767 14,842

新株予約権  8 67

自己株式  △547 △519

その他の包括利益累計額  △4,135 △1,808

親会社の所有者に帰属する
持分合計

 32,990 37,480

非支配持分  1,567 1,715

    

資本合計  34,557 39,195

    

負債及び資本合計  98,063 110,720
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（２）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

   （単位：百万円）

 
注記
番号

　前第３四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日

　　至　2020年９月30日）

　当第３四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日

　　至　2021年９月30日）

売上収益 9 60,487 77,469

売上原価 6 △53,785 △65,722

売上総利益  6,701 11,746

販売費及び一般管理費  △6,637 △7,202

その他の営業収益 10 86 174

その他の営業費用 10 △34 △39

営業利益  116 4,678

金融収益 10 15 13

金融費用 10 △963 △1,028

税引前四半期利益（△損失）  △831 3,663

法人所得税費用  △13 △932

四半期利益（△損失）  △845 2,730

    

四半期利益（△損失）の帰属    

親会社の所有者  △803 2,674

非支配持分  △42 56

 

 
注記
番号

前第３四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年９月30日）

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益（△損失）
(円)

5 △29.58 98.36

希薄化後１株当たり四半期利益（△損失）
(円)

5 △29.58 98.32
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【第３四半期連結会計期間】

   （単位：百万円）

 
注記
番号

　前第３四半期連結会計期間
（自　2020年７月１日

　　至　2020年９月30日）

　当第３四半期連結会計期間
（自　2021年７月１日

　　至　2021年９月30日）

売上収益 9 22,325 26,663

売上原価  △19,001 △22,719

売上総利益  3,323 3,944

販売費及び一般管理費  △1,994 △2,446

その他の営業収益  3 10

その他の営業費用  △0 △20

営業利益  1,331 1,488

金融収益  3 5

金融費用  △363 △325

税引前四半期利益  971 1,168

法人所得税費用  △397 △259

四半期利益  574 908

    

四半期利益（△損失）の帰属    

親会社の所有者  580 895

非支配持分  △6 13

 

 
注記
番号

前第３四半期連結会計期間
（自　2020年７月１日
至　2020年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　2021年７月１日
至　2021年９月30日）

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益(円) 5 21.38 32.93

希薄化後１株当たり四半期利益(円) 5 21.35 －
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

   （単位：百万円）

 
注記
番号

　前第３四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日

　　至　2020年９月30日）

　当第３四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日

　　至　2021年９月30日）

四半期利益（△損失）  △845 2,730

その他の包括利益    

純損益に振替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測
定する金融資産

 0 0

確定給付制度の再測定  △8 △13

純損益に振替えられることのない項目合計  △8 △13

    

純損益に振替えられる可能性のある項目    

キャッシュ・フロー・ヘッジ  △113 38

在外営業活動体の換算差額  △330 2,394

純損益に振替えられる可能性のある項目
合計

 △444 2,433

その他の包括利益合計（税引後）  △452 2,419

    

四半期包括利益合計  △1,297 5,150

四半期包括利益合計の帰属    

親会社の所有者  △1,238 5,001

非支配持分  △59 148
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【第３四半期連結会計期間】

   （単位：百万円）

 
注記
番号

　前第３四半期連結会計期間
（自　2020年７月１日

　　至　2020年９月30日）

　当第３四半期連結会計期間
（自　2021年７月１日

　　至　2021年９月30日）

四半期利益  574 908

その他の包括利益    

純損益に振替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測
定する金融資産

 0 △0

確定給付制度の再測定  △13 9

純損益に振替えられることのない項目合計  △13 9

    

純損益に振替えられる可能性のある項目    

キャッシュ・フロー・ヘッジ  5 2

在外営業活動体の換算差額  86 182

純損益に振替えられる可能性のある項目
合計

 92 185

その他の包括利益合計（税引後）  79 195

    

四半期包括利益合計  653 1,104

四半期包括利益合計の帰属    

親会社の所有者  662 1,088

非支配持分  △9 15
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

      （単位：百万円）

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

 資本金 資本剰余金
その他資本性
金融商品

利益剰余金 新株予約権 自己株式

2020年１月１日時点の残高  10,150 9,898 5,000 12,322 48 △616

四半期利益（△損失）     △803   

その他の包括利益        

四半期包括利益合計  － － － △803 － －

配当金 7    △162   

その他資本性金融商品の所有
者に対する分配     △153   

自己株式の取得       △0

自己株式の処分   △13   △5 18

自己株式処分差損の振替   13  △13   

株式に基づく報酬取引      21  

所有者との取引額合計  － － － △329 16 18

2020年９月30日時点の残高  10,150 9,898 5,000 11,189 64 △597

 

        （単位：百万円）

 

注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

 その他の包括利益累計額

合計
 

確定給付
制度の
再測定

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産
の純変動

キャッシュ
・フロー・
ヘッジ

在外営業
活動体の
換算差額

合計

2020年１月１日時点の残高  △603 41 △79 △3,147 △3,789 33,013 1,579 34,593

四半期利益（△損失）      － △803 △42 △845

その他の包括利益  △7 0 △113 △313 △435 △435 △17 △452

四半期包括利益合計  △7 0 △113 △313 △435 △1,238 △59 △1,297

配当金 7     － △162  △162

その他資本性金融商品の所有
者に対する分配      － △153  △153

自己株式の取得      － △0  △0

自己株式の処分      － 0  0

自己株式処分差損の振替      － －  －

株式に基づく報酬取引      － 21  21

所有者との取引額合計  － － － － － △294 － △294

2020年９月30日時点の残高  △610 41 △193 △3,461 △4,224 31,480 1,520 33,001
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      （単位：百万円）

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

 資本金 資本剰余金
その他資本性
金融商品

利益剰余金 新株予約権 自己株式

2021年１月１日時点の残高  10,150 9,898 4,850 12,767 8 △547

四半期利益（△損失）     2,674   

その他の包括利益        

四半期包括利益合計  － － － 2,674 － －

配当金 7    △407   

その他資本性金融商品の所有
者に対する分配     △171   

自己株式の取得       △0

自己株式の処分   △19   △8 28

自己株式処分差損の振替   19  △19   

株式に基づく報酬取引      67  

所有者との取引額合計  － － － △598 58 27

2021年９月30日時点の残高  10,150 9,898 4,850 14,842 67 △519

 

        （単位：百万円）

 

注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

 その他の包括利益累計額

合計
 

確定給付
制度の
再測定

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産
の純変動

キャッシュ
・フロー・
ヘッジ

在外営業
活動体の
換算差額

合計

2021年１月１日時点の残高  △655 41 △157 △3,364 △4,135 32,990 1,567 34,557

四半期利益（△損失）      － 2,674 56 2,730

その他の包括利益  △13 0 38 2,301 2,327 2,327 92 2,419

四半期包括利益合計  △13 0 38 2,301 2,327 5,001 148 5,150

配当金 7     － △407  △407

その他資本性金融商品の所有
者に対する分配      － △171  △171

自己株式の取得      － △0  △0

自己株式の処分      － 0  0

自己株式処分差損の振替      － －  －

株式に基づく報酬取引      － 67  67

所有者との取引額合計  － － － － － △512 － △512

2021年９月30日時点の残高  △668 41 △118 △1,062 △1,808 37,480 1,715 39,195
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

   （単位：百万円）

 
注記
番号

　前第３四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日

　　至　2020年９月30日）

　当第３四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日

　　至　2021年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益（△損失）  △831 3,663

減価償却費及び償却費  4,387 4,908

減損損失 6 911 20

受取利息及び受取配当金  △11 △11

支払利息  792 771

有形固定資産除売却損益（△は益）  10 0

営業債権及びその他の債権の増減額（△は
増加）

 521 △1,329

棚卸資産の増減額（△は増加）  403 △6,622

営業債務及びその他の債務の増減額（△は
減少）

 △1,707 1,677

その他  613 951

小計  5,090 4,030

利息及び配当金の受取額  11 11

利息の支払額  △780 △761

法人所得税の支払額  △294 △679

営業活動によるキャッシュ・フロー  4,026 2,600

    

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △4,308 △3,865

有形固定資産の売却による収入  105 85

無形資産の取得による支出  △523 △624

その他  △1 △19

投資活動によるキャッシュ・フロー  △4,728 △4,424

 

EDINET提出書類

スミダコーポレーション株式会社(E01971)

四半期報告書

17/35



 

   （単位：百万円）

 
注記
番号

　前第３四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日

　　至　2020年９月30日）

　当第３四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日

　　至　2021年９月30日）

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期有利子負債の純増減額（△は減少）  1,138 3,756

長期借入れによる収入  3,610 851

長期借入金の返済による支出  △1,947 △2,359

配当金の支払額 7 △163 △406

その他資本性金融商品の所有者に対する分
配の支払額

 △152 △172

リース債務の返済による支出  △703 △692

その他  △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,782 976

    

現金及び現金同等物に係る換算差額  △46 275

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  1,035 △571

現金及び現金同等物の期首残高  3,286 5,237

現金及び現金同等物の四半期末残高  4,321 4,665
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１　作成の基礎

(1）報告企業

　スミダコーポレーション株式会社（以下、「当社」という。）は日本に所在する株式会社であり東京証

券取引所（市場第一部）に上場しております。要約四半期連結財務諸表は、2021年９月30日を四半期連結

会計期間末日とし、当社及び当社の子会社（以下、「当社グループ」という。）から構成されておりま

す。当社の所在地は当社のホームページ（https://www.sumida.com）に記載されております。

　当社グループの事業及び主要な事業内容は、注記４「セグメント情報」に記載されております。

 

(2）IFRSに準拠している旨

　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことか

ら、同規則第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠し作成しております。

　要約四半期連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前

連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

 

　本要約四半期連結財務諸表は、当社代表執行役CEO八幡滋行及び当社代表執行役CFO本多慶行により2021

年11月11日に承認されております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

　当社の要約四半期連結財務諸表は日本円で表示しております。機能通貨とは企業が営業活動を行う主た

る経済環境の通貨をいい、当社の機能通貨は日本円であります。

　日本円で表示されている財務情報は原則として百万円未満の金額を切り捨てて表示しております。

 

(4）測定の基礎

　当社の要約四半期連結財務諸表は、金融商品、従業員給付等を除き取得原価をもとに作成されておりま

す。

 

(5）未適用の基準書及び解釈指針

　本要約四半期連結財務諸表の承認日までに新設または改訂された基準書及び解釈指針のうち、当社グ

ループが適用していない主な基準書及び解釈指針は以下のとおりであります。

　当社グループは、この基準書が連結財務諸表に与える影響を検討中であります。

基準書及び解釈指針 強制適用開始日
当社グループ

適用会計年度
概要

IFRS第17号 保険契約 2023年１月１日 2023年12月期
保険契約に関する会計処理の

改訂

 

２　重要な会計方針

本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表におい

て適用した会計方針と同一であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率をもとに算定しております。

 

３　重要な会計上の見積り及び仮定

　IFRSに準拠した当社グループの要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者による会計方針の適用並び

に資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び仮定が含まれております。これらの見積り及

び仮定は、過去の実績及び利用可能な情報を勘案し、各報告期間末において合理的と考えられる様々な要因を

勘案した経営者の最善の判断に基づいております。しかし、会計上の見積りの結果は、その性質上、実際の結

果とは異なる可能性があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。これらの見積り及び仮定の見直しによる影響は、

その見積りを見直した会計期間と将来の会計期間において認識されます。

　本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度に係る連結財務

諸表と同様であります。

　なお、新型コロナウイルスの感染拡大による影響は、現時点において入手可能な情報に基づき合理的と認め

られる範囲において見積り及び仮定に反映していますが、要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与え

る見積り及び仮定は、原則として前連結会計年度と同様であります。また、今後の感染拡大の状況によって

は、その見積り及び仮定に影響を及ぼす可能性があります。
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４　セグメント情報

(1）報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能であ

り、最高経営責任者（CEO）が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対

象となっております。当社グループにおいては、純粋持株会社である当社による事業活動の支配・管理の

下、国内外においてコイルの製造、販売を行っております。当社グループは、製品・サービスについて地域

ごとに包括的な戦略を立案・決定し、事業活動を展開しております。したがって、当社グループは、生産・

販売・研究開発体制を基礎とした地域ごとの事業セグメントから構成されており、「アジア・パシフィック

事業」と「ＥＵ事業」の２つを報告セグメントとしています。各報告セグメントでは、音響・映像・ＯＡ・

車載用・産業用機器等の電子部品、高周波コイルの研究・開発・設計・製造・販売を行っております。

 

(2）セグメントの収益及び費用

　報告セグメントは、主に製造活動から生じる収益及び外部または他のセグメントに対する製品の販売から

収益を生み出しております。

　報告セグメント間の売上収益は市場実勢価格に基づいております。

　「セグメント利益」は、売上収益から売上原価・販売費及び一般管理費を控除しております。

　各報告セグメントの会計方針は、注記２「重要な会計方針」で記載されている当社グループの会計方針と

同一の会計方針を適用しております。

　当社グループの報告セグメントごとの売上収益、利益又は損失、及びその他の項目は以下のとおりであり

ます。

 

前第３四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年９月30日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
要約四半期連結

財務諸表計上額 

アジア・

パシフィック

事業

ＥＵ事業 計

売上収益      

外部顧客への売上収益 38,471 22,015 60,487 － 60,487

セグメント間の内部売上収

益または振替高
2,759 993 3,753 △3,753 －

合計 41,230 23,009 64,240 △3,753 60,487

セグメント利益 264 391 656 △591 64

その他の営業収益 － － － － 86

その他の営業費用 － － － － △34

金融収益 － － － － 15

金融費用 － － － － △963

税引前四半期利益（△は損

失）
－ － － － △831

　(注) セグメント利益の調整額には、報告セグメントに配分していない全社費用△592百万円が含まれております。
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当第３四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年９月30日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
要約四半期連結

財務諸表計上額 

アジア・

パシフィック

事業

ＥＵ事業 計

売上収益      

外部顧客への売上収益 49,861 27,607 77,469 － 77,469

セグメント間の内部売上収

益または振替高
3,551 1,506 5,058 △5,058 －

合計 53,413 29,114 82,527 △5,058 77,469

セグメント利益 3,402 1,661 5,064 △520 4,544

その他の営業収益 － － － － 174

その他の営業費用 － － － － △39

金融収益 － － － － 13

金融費用 － － － － △1,028

税引前四半期利益（△は損

失）
－ － － － 3,663

　(注) セグメント利益の調整額には、報告セグメントに配分していない全社費用△520百万円が含まれております。

 

前第３四半期連結会計期間（自　2020年７月１日　至　2020年９月30日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
要約四半期連結

財務諸表計上額 

アジア・

パシフィック

事業

ＥＵ事業 計

売上収益      

外部顧客への売上収益 14,072 8,253 22,325 － 22,325

セグメント間の内部売上収

益または振替高
986 390 1,376 △1,376 －

合計 15,058 8,643 23,702 △1,376 22,325

セグメント利益 862 603 1,465 △137 1,328

その他の営業収益 － － － － 3

その他の営業費用 － － － － △0

金融収益 － － － － 3

金融費用 － － － － △363

税引前四半期利益（△は損

失）
－ － － － 971

　(注) セグメント利益の調整額には、報告セグメントに配分していない全社費用△137百万円が含まれております。
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当第３四半期連結会計期間（自　2021年７月１日　至　2021年９月30日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
要約四半期連結

財務諸表計上額 

アジア・

パシフィック

事業

ＥＵ事業 計

売上収益      

外部顧客への売上収益 17,523 9,140 26,663 － 26,663

セグメント間の内部売上収

益または振替高
1,285 528 1,814 △1,814 －

合計 18,808 9,669 28,477 △1,814 26,663

セグメント利益 1,296 403 1,699 △201 1,497

その他の営業収益 － － － － 10

その他の営業費用 － － － － △20

金融収益 － － － － 5

金融費用 － － － － △325

税引前四半期利益（△は損

失）
－ － － － 1,168

　(注) セグメント利益の調整額には、報告セグメントに配分していない全社費用△201百万円が含まれております。
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５　１株当たり利益

　基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年９月30日）

(1)　基本的１株当たり四半期利益（△は損失）   

基本的１株当たり四半期利益算定上の基礎   

親会社の所有者に帰属する四半期利益（△は損失）

（百万円）
△803 2,674

親会社の普通株主に帰属しない四半期利益（百万円） － －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する四半

期利益（△は損失）（百万円）
△803 2,674

期中平均普通株式数（株） 27,151,711 27,191,618

基本的１株当たり四半期利益（△は損失）（円） △29.58 98.36

(2)　希薄化後１株当たり四半期利益（△は損失）   

希薄化後１株当たり四半期利益算定上の基礎   

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する四半期

利益（△は損失）（百万円）
△803 2,674

四半期利益調整額（百万円） － －

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する四

半期利益（△は損失）（百万円）
△803 2,674

期中平均普通株式数（株） 27,151,711 27,191,618

ストック・オプションによる普通株式増加数（株） － 11,092

希薄化後期中平均普通株式数（株） 27,151,711 27,202,710

希薄化後１株当たり四半期利益（△は損失）（円） △29.58 98.32

希薄化効果を有しないため、希薄化後１株当たり四半期利

益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年度末か

ら重要な変動があったものの概要

－ －

（注）前第３四半期連結累計期間においては、新株予約権の行使が１株当たり四半期損失を減少させるため、潜在株式は
希薄化効果を有しておりません。
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前第３四半期連結会計期間
（自　2020年７月１日
至　2020年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　2021年７月１日
至　2021年９月30日）

(1)　基本的１株当たり四半期利益   

基本的１株当たり四半期利益算定上の基礎   

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 580 895

親会社の普通株主に帰属しない四半期利益（百万円） － －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する四半

期利益（百万円）
580 895

期中平均普通株式数（株） 27,153,563 27,193,269

基本的１株当たり四半期利益（円） 21.38 32.93

(2)　希薄化後１株当たり四半期利益   

希薄化後１株当たり四半期利益算定上の基礎   

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する四半期

利益（百万円）
580 －

四半期利益調整額（百万円） － －

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する四

半期利益（百万円）
580 －

期中平均普通株式数（株） 27,153,563 －

ストック・オプションによる普通株式増加数（株） 40,506 －

希薄化後期中平均普通株式数（株） 27,194,069 －

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 21.35 －

希薄化効果を有しないため、希薄化後１株当たり四半期利

益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年度末か

ら重要な変動があったものの概要

－ －

（注）当第３四半期連結会計期間の希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載しており
ません。

 

 

EDINET提出書類

スミダコーポレーション株式会社(E01971)

四半期報告書

24/35



６　資産の減損

前第３四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年９月30日）

　当社グループでは、継続的に使用することにより、他の資産又は資金生成単位のキャッシュ・インフローか

ら概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資産グループを資金生成単位としています。

　コンシューマエレクトロニクス市場向け一部製品群につき、顧客の経営戦略変更により当製品群の製造に特

化した製造機械設備のキャッシュ・インフローが見込めなくなったため、帳簿価額を現時点で見込まれる回収

可能価額まで減額致しました。

　当該減損損失は、要約四半期連結損益計算書の売上原価に含まれております。

　なお、当該機械設備は他への転用が不能であり市場における公正価値はないため、回収可能価額は零として

算定しておりますが、当該製品を供給していた顧客と弊社間において損失負担につき相対による協議を行って

おり、回収が可能となった時点で回収可能相当額を収益として認識する予定であります。

　当該機械設備の公正価値については、公正価値ヒエラルキーのレベル３に分類されます。

セグメント 用途 種類 金額

アジア・パシフィック

事業

コンシューマ市場向け

製品の製造用機械
機械装置 904百万円

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年９月30日）

　当第３四半期連結累計期間において開示すべき重要な減損損失はありません。

 

 

７　配当

配当金支払額

前第３四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年９月30日）

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年２月21日

取締役会
普通株式 162 6.00 2019年12月31日 2020年３月３日

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年９月30日）

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年２月22日

取締役会
普通株式 244 9.00 2020年12月31日 2021年３月３日

2021年４月28日

取締役会
普通株式 81 3.00 2021年３月31日 2021年５月31日

2021年７月30日

取締役会
普通株式 81 3.00 2021年６月30日 2021年８月26日

 

配当の効力が翌四半期となる配当

前第３四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年９月30日）

無配のため、該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年９月30日）

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年10月29日

取締役会
普通株式 299 11.00 2021年９月30日 2021年11月30日
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８　金融商品

(1）金融商品の分類

 

金融資産の分類

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2020年12月31日）

当第３四半期連結会計期間

(2021年９月30日)

償却原価で測定する金融資産

現金及び現金同等物 5,237 4,665

営業債権及びその他の債権 17,832 20,217

その他の流動資産 105 97

金融資産 261 344

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

金融資産 49 53

純損益を通じて公正価値で測定するヘッジ手段

その他の流動資産（デリバティブ） 6 4

(注) 上表の金融資産残高には保険積立金を含めておりません。

 

金融負債の分類

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2020年12月31日）

当第３四半期連結会計期間

（2021年９月30日）

償却原価で測定する金融負債   

営業債務及びその他の債務 10,149 12,461

短期有利子負債 9,286 13,676

１年内返済予定又は償還予定の長期有

利子負債
5,538 4,715

長期有利子負債 25,681 26,684

純損益を通じて公正価値で測定するヘッジ手段  

その他の流動負債(デリバティブ) 120 100

その他の非流動負債(デリバティブ) 97 62

 

(2）公正価値の算定方法

　金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

 

(現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務、短期有利子負債、その他

の流動資産)

　これらは短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

 

(長期有利子負債)

　原則として、将来キャッシュ・フローを新規に同様の契約を実行した場合に想定される利率で割引いた

現在価値により算定しております。
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(デリバティブ)

　取引先金融機関から提示された価格等により算定しております。

 

(3）公正価値ヒエラルキー

　公正価値で測定される金融商品について、算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じレベル

１からレベル３までを以下に基づき分類しております。

レベル１：活発な市場における同一の資産または負債の公正価値

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接または間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

 

　当社グループは、上記の公正価値で測定される金融商品の分類に際し、当該商品の測定に伴う不確実性や

主観性を必要とする金融商品はありません。

　レベル間の振替えが行われた金融商品の有無は各報告期間末にて判断しております。

　公正価値で測定される金融資産及び金融負債に係る各報告期間における公正価値のレベル別内訳は次のと

おりであります。

 

前連結会計年度（2020年12月31日）

（単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

金融資産 － － 49 49

純損益を通じて公正価値で測定するヘッジ手段    

その他の流動資産(デリバティブ) － 6 － 6

その他の流動負債(デリバティブ) － 120 － 120

その他の非流動負債(デリバティブ) － 97 － 97

 

当第３四半期連結会計期間（2021年9月30日）

（単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

金融資産 － － 53 53

純損益を通じて公正価値で測定するヘッジ手段    

その他の流動資産(デリバティブ) － 4 － 4

その他の流動負債(デリバティブ) － 100 － 100

その他の非流動負債(デリバティブ) － 62 － 62

 

　前連結会計年度及び当第３四半期連結会計期間において、レベル１、レベル２、レベル３間での振替え

はありません。

　レベル３に分類された金融商品に係る公正価値は、当該商品の性質等に基づき適切なインプットを評価

し、第三者による鑑定結果等をもとに測定しております。前連結会計年度及び当第３四半期連結会計期間

において、レベル３に分類された金融商品の公正価値に重要な変動はありません。
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(4）償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値

　連結会計年度末日における金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。なお、公正価値で

測定する金融商品および帳簿価額が極めて近似している金融商品については次表には含めておりません。

　これらは公正価値ヒエラルキー上ではすべてレベル２に分類しております。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(2020年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

（2021年9月30日）

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

長期有利子負債

　長期借入金
25,681 25,744 26,684 26,874

 

 

９　収益

　当社グループは、アジア・パシフィック事業及びＥＵ事業を経営資源の配分の決定及び業績の評価をするた

めに、定期的に検討を行う対象としていることから、これらの事業で計上する収益を売上収益として表示して

おります。

　当社グループは、顧客との契約から生じる収益を顧客との契約に基づき、それぞれの事業の収益を家電製品

関連、車載関連、インダストリー分野に区分しております。また、地域別の収益は販売元の所在地に基づき分

解しております。これらの分解した収益とセグメント売上高との関連は以下のとおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年９月30日）

 販売元区分 (百万円)

製品分野区分 日本 香港中国 アジア 欧州 北米 合計

-家電製品関連 463 8,682 1,845 － 1,408 12,400

-車載関連 5,135 7,980 1,418 － 5,308 19,842

-インダストリー分野 3,269 725 722 － 1,510 6,228

アジア・パシフィック事業合計 8,868 17,388 3,986 － 8,228 38,471

       

-家電製品関連 － － － 1,610 － 1,610

-車載関連 － － － 13,634 － 13,634

-インダストリー分野 － － － 6,770 － 6,770

ＥＵ事業合計 － － － 22,015 － 22,015

       

顧客との契約から生じる収益 8,868 17,388 3,986 22,015 8,228 60,487

       

収益認識の時期       

一時点で移転する製品 8,868 17,388 3,986 21,287 8,228 59,759

一定の期間にわたり移転するサービス － － － 727 － 727

 8,868 17,388 3,986 22,015 8,228 60,487
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当第３四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年９月30日）

 販売元区分 (百万円)

製品分野区分 日本 香港中国 アジア 欧州 北米 合計

-家電製品関連 494 7,423 2,462 － 2,330 12,710

-車載関連 6,541 12,078 2,312 － 7,676 28,608

-インダストリー分野 4,076 877 716 － 2,870 8,541

アジア・パシフィック事業合計 11,113 20,379 5,491 － 12,877 49,861

       

-家電製品関連 － － － 2,174 － 2,174

-車載関連 － － － 18,270 － 18,270

-インダストリー分野 － － － 7,162 － 7,162

ＥＵ事業合計 － － － 27,607 － 27,607

       

顧客との契約から生じる収益 11,113 20,379 5,491 27,607 12,877 77,469

       

収益認識の時期       

一時点で移転する製品 11,113 20,379 5,491 26,600 12,877 76,462

一定の期間にわたり移転するサービス － － － 1,006 － 1,006

 11,113 20,379 5,491 27,607 12,877 77,469

 

前第３四半期連結会計期間（自　2020年７月１日　至　2020年９月30日）

 販売元区分 (百万円)

製品分野区分 日本 香港中国 アジア 欧州 北米 合計

-家電製品関連 155 3,408 642 － 422 4,627

-車載関連 1,521 3,151 544 － 2,186 7,404

-インダストリー分野 1,047 241 242 － 509 2,040

アジア・パシフィック事業合計 2,723 6,801 1,428 － 3,118 14,072

       

-家電製品関連 － － － 578 － 578

-車載関連 － － － 5,296 － 5,296

-インダストリー分野 － － － 2,378 － 2,378

ＥＵ事業合計 － － － 8,253 － 8,253

       

顧客との契約から生じる収益 2,723 6,801 1,428 8,253 3,118 22,325

       

収益認識の時期       

一時点で移転する製品 2,723 6,801 1,428 8,068 3,118 22,140

一定の期間にわたり移転するサービス － － － 184 － 184

 2,723 6,801 1,428 8,253 3,118 22,325
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当第３四半期連結会計期間（自　2021年７月１日　至　2021年９月30日）

 販売元区分 (百万円)

製品分野区分 日本 香港中国 アジア 欧州 北米 合計

-家電製品関連 149 2,637 1,066 － 866 4,719

-車載関連 2,142 4,387 820 － 2,344 9,695

-インダストリー分野 1,462 307 251 － 1,085 3,108

アジア・パシフィック事業合計 3,754 7,333 2,138 － 4,296 17,523

       

-家電製品関連 － － － 711 － 711

-車載関連 － － － 5,933 － 5,933

-インダストリー分野 － － － 2,495 － 2,495

ＥＵ事業合計 － － － 9,140 － 9,140

       

顧客との契約から生じる収益 3,754 7,333 2,138 9,140 4,296 26,663

       

収益認識の時期       

一時点で移転する製品 3,754 7,333 2,138 8,789 4,296 26,312

一定の期間にわたり移転するサービス － － － 350 － 350

 3,754 7,333 2,138 9,140 4,296 26,663

 

(1)アジア・パシフィック事業

　アジア・パシフィック事業においては、家電製品関連、車載関連、インダストリー関連のコイル製品の

販売を行っており、主にこれらの分野を手がける製造業を営む企業を顧客としております。

　このようなコイル製品の販売については、製品を顧客に引渡し検収された時点で顧客が当該製品に対す

る支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を認識し

ております。

　アジア・パシフィック事業における一部の製品販売については、販売金額など一定の目標の達成を条件

としたリベートを支払うことがあります。その場合の取引金額は、顧客との契約において約束された対価

から当該販売に対応するリベートの見積額を控除した金額で算定しております。

　収益は重大な戻入が生じない可能性が非常に高い範囲でのみ認識しております。

　顧客からの受注に基づき生産し販売するため、販売した製品に瑕疵がある場合以外の返品はなく、返品

に係る過去の実績からも重要性が見込まれていないため、返品に係る負債及び当該返品に係る資産は認識

しておりません。

 

(2)ＥＵ事業

　ＥＵ事業においては、車載関連、インダストリー関連、家電製品関連のコイル製品の販売を行ってお

り、主にこれらの分野を手がける製造業を営む企業を顧客としております。

　このようなコイル製品の販売については、製品を顧客に引渡し検収された時点で顧客が当該製品に対す

る支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を認識し

ております。

　またＥＵ事業では上記顧客の要請に基づき仕様設計等や製造用工具等の開発サービスを請け負っていま

す。当該開発サービスについてはコイル製品販売と区別され、開発期間等一定の期間にわたり収益を認識

しております。

　ＥＵ事業における一部の製品販売については、販売金額など一定の目標の達成を条件としたリベートを

支払うことがあります。その場合の取引金額は、顧客との契約において約束された対価から当該販売に対

応するリベートの見積額を控除した金額で算定しております。

　収益は重大な戻入が生じない可能性が非常に高い範囲でのみ認識しております。

　顧客からの受注に基づき生産し販売するため、販売した製品に瑕疵がある場合以外の返品はなく、返品

に係る過去の実績からも重要性が見込まれていないため、返品に係る負債及び当該返品に係る資産は認識

しておりません。
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１０　収益及び費用

(1）その他の営業収益

（単位：百万円）
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年９月30日）

有形固定資産売却益 12 15

その他 74 158

合計 86 174

 

(2）金融収益

（単位：百万円）
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年９月30日）

受取利息 11 11

その他 3 2

合計 15 13

 

(3）その他の営業費用

（単位：百万円）
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年９月30日）

有形固定資産除売却損 22 15

無形資産減損損失 7 20

その他 4 3

合計 34 39

 

非金融資産（のれんを除く）の減損損失

　当社グループは、開発関連無形資産につき開発プロジェクトの進捗状況及び市場動向等を総合的に検討した

結果、一部の資産については回収可能性がないと判断したため、その帳簿価額につき合理的な回収可能価額ま

で減額しております。前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間において、それぞれ７百万

円、20百万円の減損損失をその他の営業費用として計上しております。

 

(4）金融費用

（単位：百万円）
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年９月30日）

為替差損 86 163

支払利息 792 771

その他 84 93

合計 963 1,028

 

 

１１　後発事象

　該当事項はありません。
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２【その他】

（１）2021年７月30日開催の取締役会において、2021年12月期第２四半期配当について、次のとおり決議いたし

ました。

① 剰余金の配当の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 81百万円

② １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３円00銭

 

（２）2021年10月29日開催の取締役会において、2021年12月期第３四半期配当について、次のとおり決議いたし

ました。

① 剰余金の配当の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 299百万円

② １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11円00銭

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・ 2021年11月30日

（注）2021年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年11月11日

スミダコーポレーション株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 寺田　昭仁

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 水野　勝成

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスミダコーポ

レーション株式会社の2021年１月１日から2021年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年７月１

日から2021年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年１月１日から2021年９月30日まで）に係る要約四半期

連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算

書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、様

式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、スミダコーポ

レーション株式会社及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及

び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を

入手したと判断している。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任

　経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

 

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務諸表

の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続
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企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半

期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせる

事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並

びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じてい

る場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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